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 2割特例は個人事業者に限定して 3割特例に 

 
個人事業者の場合：令和 9年及び 10年は、「納付税額をその課税標準額に対する消費税額の 

3割（＝3割特例）」とすることができる措置が盛り込まれました。 

法人の場合：令和 8年 9月 30日を含む決算期をもって特例の適用が終了します 。 

その後は一般課税又は簡易課税制度いずれかの方式により申告を行う必要があります。 

 
 

簡易課税選択届出書の提出期限が「確定申告期限まで」に 

 
簡易課税制度の適用を受ける場合は、原則として、適用を受けようとする課税期間の初日の前日までに

「消費税簡易課税制度選択届出書」を提出する必要があります。しかし、2割特例の適用を受けた者につ

いては、特例の適用を受けた課税期間の翌課税期間中に、その課税期間について簡易課税制度の適用を受

ける旨を記載した届出書を提出すれば、その課税期間から簡易課税制度の適用を受けることができます。 

この届出書の提出期限について、大綱では、2割特例及び 3割特例の適用を受けたインボイス発行事業

者が、「その適用を受けた課税期間の翌課税期間に係る確定申告期限まで」に、その翌課税期間について

適用を受ける旨の届出書を税務署長に提出したときは、その翌課税期間から簡易課税制度の適用を認める

ことが示されました。 
出典：税務通信 3886 号 2026 年 2 月 2 日号より 

かわら版をご覧の皆様こんにちは。少しずつ暖かく春を感じる季節となってまいりました。 
今回は 令和 8 年度税制改正 より「２割特例の終了と、それに伴う簡易課税選択届出書の提出期限の

弾力措置」についての内容を紹介します。 


